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表紙

( 2022年３月21日から2023年３月20日まで )

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面への記載を省略しております。

第53期定時株主総会
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

【事業報告】
　　業務の適正を確保するための体制
　　及びその運用状況の概要

【連結計算書類】
　　連結株主資本等変動計算書
　　連結注記表

【計算書類】
　　株主資本等変動計算書
　　個別注記表
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

■ 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
１．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社及び当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制

イ.　当社グループは、コンプライアンス規程を制定し、全ての取締役、執行役員及び使用
人に周知徹底を図ると同時に、高い倫理観を持って事業を運営していくことが不可欠と
の認識のもと、研修による啓蒙活動や、当社監査部及び管理部門でのトレース、チェッ
クの充実・強化を図っております。
ロ.　当社グループの取締役の職務執行は、毎月開催される当社の取締役会において報告さ
れており、法令遵守による業務執行の周知徹底を図るとともに、各取締役の職務執行状
況について相互牽制機能が働く体制をとっております。毎月開催される経営会議及び事
業部長会議の場でも取締役、執行役員及び使用人の職務執行状況についてトレース、チ
ェックを行う体制を敷いております。また、監査等委員においてもその職責に基づき当
社グループの取締役、執行役員及び使用人の職務執行に関する順法状況を検証する体制
をとっております。
ハ.　コンプライアンス規程及び内部通報規程に基づき、監査等委員会（社外取締役を含
む）への窓口、及び社内・社外に通報窓口を設置し、匿名・顕名を問わず通報を受け付
け、法令等違反行為の早期発見に努めております。なお、内部通報規程を定め、守秘の
徹底を義務付けるとともに、内部通報をした者に対する不利益取扱いを禁止しておりま
す。
ニ.　取締役及び執行役員の選解任案及び報酬等の決定にあたり、客観性・公正性・透明性
を確保するため、その過半数を社外取締役で構成する指名・報酬委員会（委員長は社外
取締役）の審議を経て、取締役会で決議しております。

② 取締役等の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役及び執行役員は、その職務の執行に係る文書その他の情報について、情報管理に
関する規程、文書管理規程等に従い適切に保存及び管理を行っております。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他体制
イ.　リスク管理規程を定め、損失の危機管理を行うとともに、代表取締役社長を委員長と
するリスクマネジメント委員会を設置し定例的にリスクの点検、評価、対策等を管理、
監督しております。
ロ.　当社グループにおける自然災害、事故、法令違反等潜在的に存在する普遍的リスクに
ついては防災マニュアル、コンプライアンスマニュアルを制定し、保険の付保や研修、
監査部の監査を通じその防止と強化に取り組んでおります。
ハ.　有事においては当社代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し対応策等危機管
理にあたることとしております。事業リスクについては業務を担当する取締役のほか執
行担当者は自己の担当領域についてのリスク管理体制を構築する責任と権限を有してお
ります。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制

イ.　当社グループでは、取締役会において取締役会規程に基づき、経営の基本方針その他
経営に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監督するものとしております。あわせ
て、当社においては取締役会の決定事項に基づき迅速かつ効率的に業務を執行するた
め、執行役員制度を導入し、業務執行権限を委譲しております。
ロ.　取締役は定時及び臨時の取締役会においての業務執行報告により、その執行状況を適
切に監視し、業務執行の適正及び効率性を確保しております。

⑤ 当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の
当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するための体制

イ.　当社は業務の適法性、企業倫理性を確保すべく子会社管理規程を制定し、グループ全
体として社会的責任を果たすべく体制を整備しております。
ロ.　当社子会社を当社の一部署と位置づけ、子会社内の各組織を含めた指揮命令系統及び
権限並びに報告義務を設定し、子会社管理については各関連事業部と経営企画部が連携
してあたっております。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
イ.　監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合に
は、監査等委員会の職務が適切に行われるよう対応することとしております。
ロ.　当該取締役及び使用人の任命、異動、評価、懲戒については、監査等委員会と協議の
上で行うものとしております。
ハ.　当該取締役及び使用人が他部署の職務を遂行する場合は、監査等委員会に係る業務を
優先して従事するものとしております。
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ニ.　その他当該取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独
立性及び監査等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保について必
要があるときは、監査等委員会は取締役会に対し、報告もしくは提案又は意見の表明を
行うこととしています。

⑦ 監査等委員会への報告に関する体制
イ.　当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼす
恐れのある事実その他事業運営上の重要事項を適時、適切な方法により監査等委員会へ
報告するものとしております。
ロ.　当社の監査部は、監査の結果を適時、適切な方法により監査等委員会に報告するもの
としております。
ハ.　コンプライアンス規程及び内部通報規程に基づき、イの監査等委員会への報告を理由
に当該報告者に不利益を及ぼさない体制を整備しております。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に実施されるための体制
イ.　代表取締役は、監査等委員会と定期的な意見交換会を実施するものとしております。
ロ.　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理については、当社に対してこれを請求で
きるものとしております。
ハ.　監査等委員の職務の執行にあたり、監査等委員会が必要と認めた場合に、弁護士、公
認会計士、税理士等の外部の専門家との連携を図ることのできる環境を整備しておりま
す。

⑨ 財務報告の適正性を確保するための体制
　当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため内部統制方針書を策定し、有効且つ
効率的な財務報告に係る全社統制、業務プロセス等、内部統制の整備、運用、評価を行っ
ております。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
イ.　当社グループは、反社会的勢力対応規程を定め、暴力団等反社会的勢力と一切の関係
を持たないとの企業倫理確立に努めており、反社会的勢力との関係はありません。
ロ.　反社会的勢力との関係遮断はコンプライアンスの精神に則り対応するとともに企業防
衛の観点からも不可欠であり、その潜在的リスクに対しては全ての役員、使用人に対し
啓蒙活動を行うことにより対応しております。具体的には反社会的勢力対応規程に基づ
き、新規の取引開始時だけでなく継続して反社会的勢力との取引の有無を確認すること
により反社会的勢力の排除に取り組んでおります。

－ 3 －



2023/05/12 15:59:26 / 22949206_アルインコ株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

ハ.　反社会的勢力からの要求や接触方法が近年巧妙になる傾向があることを踏まえ「反社
会的勢力対応マニュアル」を全ての役員、使用人に対して配布し、啓蒙活動に努めてお
ります。

　当事業年度における、当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下の
とおりであります。

① 内部統制システム全般
　当社では、監査等委員による業務監査及び内部統制監査を通して、内部統制システム全
般の整備、運用状況の評価及び改善を実施しております。
　また、上記体制のもと、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の有効性評
価」を行っております。当事業年度につきましては、開示すべき重要な不備及び欠陥は発
見されておりません。

② コンプライアンス
　法令遵守体制の点検・強化を推進するため「コンプライアンス規程」に基づき、コンプ
ライアンス違反行為の発生を防止するとともに、万が一これらの行為が発生した場合にお
いて当該事実を速やかに把握し、適切に対処することを目的として、通報窓口を社内外に
設置し、取り組みを強化しております。

③ リスク管理
　当社では、当社グループに関わる様々なリスクを一元的に予防、管理すること、またリ
スクが発生した場合には、迅速かつ的確な対応をすることを目的として、代表取締役社長
を委員長とした「リスクマネジメント委員会」を設置しております。

④ 子会社経営管理
　子会社の経営管理につきましては、各関連事業部と経営企画部が連携して、経営管理体
制の整備、統括を実施しており、子会社から事前の承認及び報告を受ける体制を整えてお
ります。また、子会社からの財務状況及びその他の状況につきましては、月次で報告を受
け、当社の取締役会へ適宜報告しております。
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⑤ 取締役の職務執行
　当社は「取締役会規程」に基づき、原則月１回の取締役会を開催し、法令又は定款に定
められた事項及び経営上重要な事項の決議を行うとともに、取締役の職務執行の監督を行
っております。また、独立社外取締役の参画により、当該監督機能を強化しております。
　2021年２月からは、諮問機関である指名・報酬委員会を設置し、取締役及び経営陣幹
部の指名・選解任や報酬等の決定について、手続の客観性・公平性・透明性を確保してお
ります。

⑥ 監査等委員
　監査等委員は、取締役会への出席及び常勤監査等委員による重要な会議への出席並びに
取締役、使用人からのヒアリングを通じて、当社の内部統制の整備、運用状況について確
認を行うとともに、より健全な経営体制と効率的な運用を行うための提案を行っておりま
す。
　また、監査等委員は会計監査人、監査部など内部統制に係る組織と適宜情報交換を行
い、連携を保ちながら監査の実効性を確保しております。
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■ 連結株主資本等変動計算書 （2022年３月21日から2023年３月20日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 6,361,596 4,943,927 16,720,926 △1,317,599 26,708,851
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △794,471 △794,471
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 1,546,960 1,546,960

自 己 株 式 の 取 得 △40 △40
自 己 株 式 の 処 分 2,366 142,908 145,274
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － 2,366 752,488 142,867 897,722
当 期 末 残 高 6,361,596 4,946,293 17,473,415 △1,174,731 27,606,574

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当 期 首 残 高 71,251 106,209 430,551 180,588 788,600 20,742 27,518,195
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △794,471
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 1,546,960

自 己 株 式 の 取 得 △40
自 己 株 式 の 処 分 145,274
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △39,198 △138,871 430,398 △216,002 36,325 △8,857 27,468

当 期 変 動 額 合 計 △39,198 △138,871 430,398 △216,002 36,325 △8,857 925,190
当 期 末 残 高 32,053 △32,661 860,949 △35,414 824,926 11,885 28,443,385

（注） 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
連結子会社は、アルインコ富山㈱、東京仮設ビルト㈱、㈱光モール、オリエンタル機材㈱、㈱シィッ

プ、エス・ティ・エス㈱、双福鋼器㈱、昭和ブリッジ販売㈱、東電子工業㈱、㈱ウエキン、蘇州アルイ
ンコ金属製品有限公司、アルインコ建設機材レンタル（蘇州）有限公司、ALINCO（THAILAND）
CO.,LTD.、ALINCO SCAFFOLDING （THAILAND） CO.,LTD.、SIAM ALINCO CO.,LTD.、
PT.ALINCO RENTAL INDONESIA、PT.KAPURINDO SENTANA BAJAの17社であります。

なお、2022年10月13日付で持分法適用関連会社であったPT.KAPURINDO SENTANA BAJAの株
式を追加取得し連結子会社化したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

⑵　主要な非連結子会社
瀋陽アルインコ電子有限公司、ALINCO ELECTRONICS VIETNAM CO.,LTD.ならびに阿禄因康健

康科技（蘇州）有限公司は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、連結の範囲
から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

該当事項はありません。
なお、当連結会計年度において、持分法適用関連会社であったPT.KAPURINDO SENTANA BAJAの

株式を追加取得し連結子会社化したため、持分法適用の範囲から除外しております。
⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

瀋陽アルインコ電子有限公司、ALINCO ELECTRONICS VIETNAM CO.,LTD.、阿禄因康健康科技
（蘇州）有限公司及び寧波特霊通金属製品有限公司は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、蘇州アルインコ金属製品有限公司、アルインコ建設機材レンタル（蘇州）有限公

司、ALINCO（THAILAND）CO.,LTD.、ALINCO SCAFFOLDING（THAILAND）CO.,LTD.、SIAM 
ALINCO CO.,LTD.、PT. ALINCO RENTAL INDONESIA及びPT.KAPURINDO SENTANA BAJAの決
算日は12月31日、㈱ウエキンの決算日は２月28日、双福鋼器㈱の決算日は３月31日、東電子工業㈱の
決算日は７月31日であります。

連結計算書類の作成にあたって、東電子工業㈱については１月末現在の仮決算に基づいた財務諸表を使
用しております。双福鋼器㈱については２月末現在の仮決算に基づいた財務諸表を使用しております。ま
た、これ以外については各社決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ
いては、連結上必要な調整を行っております。
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レ ン タ ル 資 産……主として５年
建 物 及 び 構 築 物……２～50年
機 械 装 置 及 び 運 搬 具……２～13年
その他の有形固定資産……２～20年

４．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
②デリバティブ……………………………時価法
③棚卸資産

主として総平均法による原価法を採用しております（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

国内連結会社は主として定率法、在外連結子会社は定額法によっております。但し、当社の建物及び
構築物は定額法によっております。

なお、耐用年数は次のとおりであります。

②無形固定資産（リース資産を除く）……………………定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法であります。
③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………………　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………　従業員の賞与の支出に備えるため、期間業績に応じた支給見込額を計上
しております。

役員退職慰労引当金…………　連結計算書類作成会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため「役員
退職慰労金規程」（内規）による連結会計年度末要支給額を計上しており
ます。
　なお、2009年６月18日開催の定時株主総会終結の時をもって、役員退
職慰労金制度を廃止したことに伴い、制度廃止までの在任期間に対応する
相当額を計上しております。
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ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引 外貨建金銭債権債務・外貨建有価証券等の外貨建金融資産負債、
輸出入代金（予定取引を含む）

⑷　収益及び費用の計上基準
当社グループは、主に建設用仮設機材の製造・販売・レンタル、住宅・建築現場用アルミ製品及びフ

ィットネス機器の製造・販売、電子製品等の製造・販売を行っております。このような商品及び製品の
販売については、顧客に商品及び製品を引き渡した時点で商品及び製品に対する支配が顧客に移転し、
履行義務が充足されると判断しており、当該商品及び製品の引渡時点で収益を認識しております。ただ
し、商品及び製品の国内の販売については、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転されるま
での期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

また、工事請負契約については、履行義務の充足に従い、一定の期間にわたり収益を認識しておりま
す。

なお、レンタルに含まれるリース収益等については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会
計基準」に基づき、収益を認識しております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

③ヘッジ方針
デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま

す。
④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段の間に高い相関関係があることを確認し、
有効性の評価としております。

また為替予約においては、取引すべてが将来の購入予定に基づくものであり、実行の可能性が極めて
高いため有効性の判定は省略しております。

⑹　退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により、翌連結会計年度から費用処理しております。
⑺　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、20年以内の効果の及ぶ期間で均等償却しております。
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会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品及び製
品の販売については出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である
場合には、出荷時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

また、当該会計基準の適用が連結計算書類に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる、連結計算書
類に与える影響はありません。

また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うことといたしました。

会計上の見積りに関する注記
住宅機器関連事業の有形固定資産の減損
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産の帳簿価額　3,205,334千円
⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項

（見積りの金額の算出方法）
減損の兆候の有無は、資産又は資産グループについて、それらが使用されている事業における営業活

動から生ずる損益の状況や、関連する経営環境や市場価格の状況に基づいて判定しております。
減損の兆候が認められた場合には、減損損失を認識すべきか否かの判定を行い、資産又は資産グルー

プから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回った場合に減損損失を認識しま
す。なお、回収可能価額は使用価値と正味売却価額のいずれか大きい額としております。

（見積りの金額の算出に用いた主要な仮定）
当社グループの住宅機器関連事業につきましては、主力のアルミ製昇降機器などの拡販が量販店向

け、専門商社向けともに堅調であったものの、フィットネス機器に関しては円安によるコスト上昇に対
して実施した販売価格改定の影響や物価高騰による消費マインド後退の影響などにより、継続して営業
損失を計上しています。このため、減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について検討を
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行いました。これらの減損テストにおける割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、翌連結会計年度
の予算及び中期計画を基礎とし、また、正味売却価額の算定においては、固定資産税評価額等を基礎と
して算出しております。

今後の見通しにつきましては、当連結会計年度に実施した販売価格改定が通年で寄与するとともに、
フィットネス機器関連での仕入れ先との価格交渉力が回復するとの想定のもと、会計上の見積りを行っ
ております。

（翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響）
割引前将来キャッシュ・フローの算定の基礎とした予算及び中期計画の見直しが必要になった場合、

また正味売却価額の算定に使用した固定資産税評価額などに下落が生じた場合には、翌連結会計年度に
おいて減損損失を計上する可能性があります。

追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、2021年２月15日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上
へのインセンティブ付与、福利厚生の拡充、及び株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じ
た当社の恒常的な発展を促すことを目的として「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」
（以下「本プラン」といいます。）を導入しております。
⑴　取引の概要

本プランは「アルインコ従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）に加入するすべての従業員
を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「アルインコ従業員持株
会専用信託口」（以下「従持信託」といいます。）を設定し、従持信託は、制度の導入後５年７ヶ月間
にわたり持株会が取得すると見込まれる規模の当社株式を、取引先金融機関からの借入金を原資として
当社からの第三者割当によって予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社
株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、
当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従
持信託が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、当社株価の下落により従持信託内
に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債が
ある場合は、当社が当該残債を弁済することになります。

⑵　信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額除く。）により純資産の部に自

己株式として計上しております。
当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度383,964千円、391千株、当連結会計年度

265,286千円、270千株であります。
⑶　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度　367,170千円、当連結会計年度　243,280千円
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２．有形固定資産の減価償却累計額 40,525,379千円

建物及び構築物 285,669千円
土地 1,705,402千円
有形固定資産その他 438,202千円

計 2,429,273千円

短期借入金 848,770千円
１年内返済予定の長期借入金 34,192千円
長期借入金 1,404,958千円

計 2,287,920千円

連結貸借対照表に関する注記
１．「受取手形及び売掛金」のうち、顧客との契約から生じた債権の金額及び流動負債の「その他」のうち、

契約負債の金額は、連結注記表「収益認識に関する注記３．当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の
収益の金額を理解するための情報」に記載のとおりであります。

３．担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産

上記に対応する債務

連結損益計算書に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。
顧客との契約から生じる収益の金額は、連結注記表「収益認識に関する注記１．顧客との契約から生じる
収益を分解した情報」に記載しております。

２．段階取得に係る差損
当社の持分法適用関連会社であったPT.KAPURINDO SENTANA BAJAの株式を追加取得し連結子会社

化したことにより発生したものであります。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普 通 株 式 ( 株 ) 21,039,326 － － 21,039,326

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普 通 株 式 ( 株 ) 1,584,825 42 152,062 1,432,805

決議 株式の
種　類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2 0 2 2 年 ５ 月 ２ 日
取締役会

普通
株式 396,926 20.0 2022年３月20日 2022年５月30日

2022年10月20日
取締役会

普通
株式 397,545 20.0 2022年９月20日 2022年11月22日

決議 株式の
種　類

配当の
原　資

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2 0 2 3 年 ５ 月 ２ 日
取締役会

普通
株式

利益
剰余金 397,544 20.0 2023年３月20日 2023年５月29日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項

２．自己株式の数に関する事項

（注）1.変動事由の概要
増加の内訳は、次のとおりであります。
　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　42株
減少の内訳は、次のとおりであります。

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少　　　　　　　30,962株
従持信託から社員持株会への売却による減少　　　　　　　　　　　 121,100株

2.当連結会計年度末の自己株式数には「アルインコ従業員持株会専用信託口」が保有する当社株式
270,700株を含めております。

３．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

（注）1.2022年５月２日の取締役会決議による配当金の総額には、「信託型従業員持株インセンティ
ブ・プラン（E-Ship®）」により「アルインコ従業員持株会専用信託口」が保有する当社株式に
対する配当金7,836千円が含まれております。

2.2022年10月20日の取締役会決議による配当金の総額には、「信託型従業員持株インセンティ
ブ・プラン（E-Ship®）」により「アルインコ従業員持株会専用信託口」が保有する当社株式に
対する配当金6,552千円が含まれております。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）配当金の総額には、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」により「アルイン
コ従業員持株会専用信託口」が保有する当社株式に対する配当金5,414千円が含まれております。

－ 13 －



2023/05/12 15:59:26 / 22949206_アルインコ株式会社_招集通知

連結注記表

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

投資有価証券
　その他有価証券 1,279,447 1,279,447 －

資産計 1,279,447 1,279,447 －
長期借入金（※1） 18,679,401 18,659,064 （20,336）

負債計 18,679,401 18,659,064 （20,336）
デリバティブ取引（※2） 33,449 33,449 －

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、製造販売及びレンタル事業を行うための設備投資計画等を反映した資金計画に基づ

き、事業に必要な資金を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短
期的な運転資金を金融機関等より調達しております。デリバティブ取引については、後述するリスクを
回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営

業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての買掛金残高の範囲内にあ
ります。投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関
係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。また、取引先企業等に対し、長期貸
付を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、営業債務の一部に
は、商品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予
約を利用して一部をヘッジしております。

借入金のうち、短期借入金及び長期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物

為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの
有効性の評価方法等については、前述の「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項４．会計処
理基準に関する事項」に記載されている「⑸　重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年３月20日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借
入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（※１）１年内返済予定の長期借入金（7,172,309千円）は長期借入金に含めております。
（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については（　）で表示しております。
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（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 183,248

（単位：千円）
区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 1,279,447 － － 1,279,447
　デリバティブ取引 － 33,449 － 33,449

資産計 1,279,447 33,449 － 1,312,896

（単位：千円）
区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 18,659,064 － 18,659,064
負債計 － 18,659,064 － 18,659,064

（注）市場価格のない株式等は、 「資産⑴投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の
連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　　　①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

　　　②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

　　（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

－ 15 －



2023/05/12 15:59:26 / 22949206_アルインコ株式会社_招集通知

連結注記表

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引

金利スワップ及び為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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追加取得直前に保有していた被取得企業株式の企業結合日における時価 157,929千円
企業結合日に追加取得した被取得企業株式の対価　現金 236,870千円
取得原価 394,800千円

企業結合等に関する注記
取得による企業結合
⑴　企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　PT.KAPURINDO SENTANA BAJA
事業の内容　　　　建設用仮設機材のレンタル

②　企業結合を行った主な理由
被取得企業であるPT.KAPURINDO SENTANA BAJA の所在しているインドネシア国内におい

て、各法制の整備に伴い外資企業に対する投資規制が緩和されたことに加え、同企業の市場性・将来
性等を総合的に勘案した結果、株式の一部を取得し連結子会社としたものであります。

③　企業結合日
2022年10月13日（株式取得日）
2022年９月30日（みなし取得日）

④　企業結合の法的形式
株式の取得

⑤　結合後企業の名称
変更ありません。

⑥　取得した議決権比率
取得直前に所有していた議決権比率　　33.34％
企業結合日に追加取得した議決権比率　49.99％
取得後の議決権比率　　　　　　　　　83.33％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
当社グループが現金を対価として株式を取得したためであります。

⑵　連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2022年10月１日から2022年12月31日まで
被取得企業は当社の持分法適用関連会社であったため、2022年１月１日から2022年９月30日まで

の業績を持分法による投資損失として計上しております。
⑶　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

⑷　被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得に係る差損　　　　　　　　　　　 282,087千円

⑸　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
該当事項はありません。
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流動資産 150,644千円
固定資産 315,438千円
資産合計 466,132千円

流動負債 165,073千円
固定負債 2,356,554千円
負債合計 2,521,628千円

⑹　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳
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（単位：千円）
報告セグメント

調整額 合計建設機材
関連事業

レンタル
関連事業

住宅機器
関連事業

電子機器
関連事業

売上高
顧客との契約
から生じる収益 24,472,788 13,739,650 13,780,907 5,491,083 － 57,484,430

その他の収益 － 3,233,356 － － － 3,233,356

外部顧客への
売上高 24,472,788 16,973,007 13,780,907 5,491,083 － 60,717,786

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 14,593,535
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 15,110,782
契約負債（期首残高） 42,781
契約負債（期末残高） 32,512

１株当たり純資産額 1,450円10銭
１株当たり当期純利益 79円20銭

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成のための基本と

なる重要な事項４．会計処理基準に関する事項⑷収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当該連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債の残高等

契約負債は主に、履行義務を充足する前に顧客から受け取った対価であります。契約負債は、契約に基
づいた履行義務を充足した時点で収益へ振り替えております。

１株当たり情報に関する注記

（注）「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」により「アルインコ従業員持株会専用信
託口」が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己
株式数に含めております（当連結会計年度末270,700株）。また１株当たり当期純利益の算定上、期
中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております（当連結会計年度333,015株）。
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■ 株主資本等変動計算書 （2022年３月21日から2023年３月20日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金
資本剰余金

利益剰余金
自己株式 株主資本

合計その他利益剰余金
資本準備金 その他資本剰余金 別途積立金 圧縮積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 6,361,596 3,996,797 931,887 2,001,846 181,753 14,834,111 △1,317,599 26,990,394
当 期 変 動 額

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △4,212 4,212 －
剰 余 金 の 配 当 △794,471 △794,471
自 己 株 式 の 取 得 △40 △40
自 己 株 式 の 処 分 2,366 142,908 145,274
当 期 純 利 益 1,697,112 1,697,112
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,366 － △4,212 906,853 142,867 1,047,874
当 期 末 残 高 6,361,596 3,996,797 934,254 2,001,846 177,540 15,740,964 △1,174,731 28,038,268

評価・換算差額等
純資産合計その他

有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 71,251 106,209 177,461 27,167,855
当 期 変 動 額

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 －
剰 余 金 の 配 当 △794,471
自 己 株 式 の 取 得 △40
自 己 株 式 の 処 分 145,274
当 期 純 利 益 1,697,112
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △39,198 △138,871 △178,069 △178,069

当 期 変 動 額 合 計 △39,198 △138,871 △178,069 869,805
当 期 末 残 高 32,053 △32,661 △608 28,037,660

（注） 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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■ 個別注記表

レンタル資産…………………………………５年
建物……………………………………………２～47年
構築物…………………………………………２～40年
機械及び装置…………………………………２～13年
車両運搬具……………………………………２～ ４年
工具、器具及び備品…………………………２～20年

重要な会計方針に係る事項
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）
市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

２．デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法
時価法

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・原材料・仕掛品…………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）…………主として定率法（但し、建物及び構築物は定額法）

なお、耐用年数は次のとおりであります。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）…………定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法であります。
⑶　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑷　長期前払費用……………………………定額法
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５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金………………………………　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

⑵　賞与引当金………………………………　従業員の賞与の支出に備えるため、期間業績に応じた支給見込
額を計上しております。

⑶　退職給付引当金…………………………　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ
ております。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定額法により、翌事業年度から
費用処理しております。

⑷　役員退職慰労引当金……………………　役員の退職慰労金の支出に備えるため「役員退職慰労金規程」
（内規）による事業年度末要支給額を計上しております。
　なお、2009年６月18日開催の定時株主総会終結の時をもっ
て、役員退職慰労金制度を廃止したことに伴い、制度廃止までの
在任期間に対応する相当額を計上しております。

６．収益及び費用の計上基準
当社は、主に建設用仮設機材の製造・販売・レンタル、住宅・建築現場用アルミ製品及びフィットネス

機器の製造・販売、電子製品等の製造・販売を行っております。このような商品及び製品の販売について
は、顧客に商品及び製品を引き渡した時点で商品及び製品に対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足
されると判断しており、当該商品及び製品の引渡時点で収益を認識しております。ただし、商品及び製品
の国内の販売については、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期
間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

また、工事請負契約については、履行義務の充足に従い、一定の期間にわたり収益を認識しておりま
す。

なお、レンタルに含まれるリース収益等については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計
基準」に基づき、収益を認識しております。

7．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
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ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引 外貨建金銭債権債務・外貨建有価証券等の外貨建金融資産負債、
輸出入代金（予定取引を含む）

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象

⑶　ヘッジ方針
デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま

す。
⑷　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段の間に高い相関関係があることを確認し、
有効性の評価としております。

また為替予約においては、取引すべてが将来の購入予定に基づくものであり、実行の可能性が極めて
高いため有効性の判定は省略しております。

8．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法
と異なっております。

会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品及び製
品の販売については出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である
場合には、出荷時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っておりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

また、当該会計基準の適用が計算書類に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企
業会計基準第10号 2019年７月４日)第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる、計算書類に与える影
響はありません。
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会計上の見積りに関する注記
住宅機器関連事業の有形固定資産の減損
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　　有形固定資産の帳簿価額　838,402千円
⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項

（見積りの金額の算出方法）
減損の兆候の有無は、資産又は資産グループについて、それらが使用されている事業における営業活

動から生ずる損益の状況や、関連する経営環境や市場価格の状況に基づいて判定しております。
減損の兆候が認められた場合には、減損損失を認識すべきか否かの判定を行い、資産又は資産グルー

プから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回った場合に減損損失を認識しま
す。なお、回収可能価額は使用価値と正味売却価額のいずれか大きい額としております。

（見積りの金額の算出に用いた主要な仮定）
当社の住宅機器関連事業につきましては、主力のアルミ製昇降機器などの拡販が量販店向け、専門商

社向けともに堅調であったものの、フィットネス機器に関しては円安によるコスト上昇に対して実施し
た販売価格改定の影響や物価高騰による消費マインド後退の影響などにより、継続して営業損失を計上
しています。このため、減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について検討を行いまし
た。これらの減損テストにおける割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、翌事業年度の予算及び中
期計画を基礎とし、また、正味売却価額の算定においては、固定資産税評価額等を基礎として算出して
おります。

今後の見通しにつきましては、当事業年度に実施した販売価格改定が通年で寄与するとともに、フィ
ットネス機器関連での仕入れ先との価格交渉力が回復するとの想定のもと、会計上の見積りを行ってお
ります。

（翌事業年度の計算書類に与える影響）
割引前将来キャッシュ・フローの算定の基礎とした予算及び中期計画の見直しが必要になった場合、

また正味売却価額の算定に使用した固定資産税評価額などに下落が生じた場合には、翌事業年度におい
て減損損失を計上する可能性があります。

追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、「連結注記表（追加情
報）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。
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１．関係会社に対する短期金銭債権 441,644千円
関係会社に対する長期金銭債権 3,324,091千円
関係会社に対する短期金銭債務 169,213千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 30,617,896千円

建物 166,496千円
土地 1,172,407千円

計 1,338,904千円

長期借入金 1,325,000千円

ALINCO SCAFFOLDING(THAILAND)CO.,LTD. 78,000千円

売上高 405,073千円
仕入高 6,635,803千円
営業取引以外の取引高 151,207千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普 通 株 式 ( 株 ) 1,584,825 42 152,062 1,432,805

貸借対照表に関する注記

３．担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産

上記に対応する債務

４．保証債務
下記の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

（20,000千バーツ）
上記の外貨建保証債務は決算日の為替相場により円換算しております。

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（注）1.変動事由の概要
増加の内訳は、次のとおりであります。
　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　42株
減少の内訳は、次のとおりであります。

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少　　　　　　　30,962株
従特信託から社員持株会への売却による減少　　　　　　　　　　　 121,100株

2.当事業年度末の自己株式数には「アルインコ従業員持株会専用信託口」が保有する当社株式270,700
株を含めております。
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投資有価証券 59,231千円
関係会社株式及び出資金 356,043千円
貸倒引当金 787,164千円
役員退職慰労引当金 52,588千円
減損損失 85,778千円
棚卸資産 72,710千円
賞与引当金 170,800千円
その他 242,666千円
繰延税金資産小計 1,826,984千円
評価性引当額 △1,289,030千円
繰延税金資産合計 537,953千円

前払年金費用 △702,679千円
その他有価証券評価差額金 △8,636千円
圧縮積立金 △77,913千円
その他 △1,201千円
繰延税金負債合計 △790,431千円
繰延税金負債の純額 △252,477千円

法定実効税率 30.5％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3％
住民税均等割 1.7％
法人税特別控除額 △1.3％
評価性引当額の増減額 8.0％
その他 0.0％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.5％

税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
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（単位：千円）

種類 会社等の名称
資本金
又は

出資金
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引等
の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
ALINCO

SCAFFOLDING
(THAILAND)

CO.,LTD.
1,002,608 仮 設 機 材 の

レ ン タ ル
（所有）
直接49.0
間接21.1

資金の貸付
資金の
貸付 － 長期

貸付金 741,000

利息の
受取(＊) 14,426 － －

子会社 SIAM ALINCO
CO.,LTD. 7,196 投 資 及 び

人 材 派 遣
（所有）
直接49.0 資金の貸付

資金の
貸付 － 長期

貸付金 487,500

利息の
受取(＊) 9,942 － －

子会社 PT.KAPURINDO
SENTANA BAJA 447,960 仮 設 機 材 の

レ ン タ ル
（所有）
直接83.3 資金の貸付

資金の
貸付 － 長期

貸付金 1,910,591

利息の
受取(＊) 41,298 － －

１株当たり純資産額 1,430円02銭
１株当たり当期純利益 86円89銭

関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（注）1.取引条件及び取引条件の決定方針等
＊　資金の貸付については市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

2.子会社であるALINCO SCAFFOLDING (THAILAND) CO.,LTD.への長期貸付金に対し、493,100
千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において82,000千円の貸倒引当金繰入額
を計上しております。

3.子会社であるSIAM ALINCO CO.,LTD.への長期貸付金に対し、421,500千円の貸倒引当金を計上し
ております。

4.子会社であるPT.KAPURINDO SENTANA BAJAへの長期貸付金に対し、1,663,767千円の貸倒引
当金を計上しております。また、当事業年度において405,767千円の貸倒引当金繰入額を計上してお
ります。

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項６．収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

（注）「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」により「アルインコ従業員持株会専用信
託口」が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己
株式数に含めております（当事業年度末270,700株）。また１株当たり当期純利益の算定上、期中平
均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております（当事業年度333,015株）。
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